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第7章 再生計画
1. 再生計画の条項（第154条―第162条）
2. 再生計画案の提出（第163条―第168条）
3. 再生計画案の決議（第169条―第173条）
4. 再生計画の認可等（第174条―第185条）
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再生計画の発効までの流れ
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再生計画の条項（154条）

 絶対的記載条項（1項）

1. 再生債権者の権利の変更（1号） 変更できないもの
もあるので、「全部または一部」

2. 共益債権及び一般優先債権の弁済（2号）

3. 知れている開始後債権の内容（3号）

 記載を効力発生要件とする条項（2項以下）

1. 債権者委員会の活動費用の負担（2項）

2. 株式の（消却のための）取得、株式の併合、資本金
額の減少、発行可能株式数に関する定款の変更（3
項）

3. 譲渡制限株式（新株又は自己株式）の募集（4項）

 清算型の再生計画も許される。

T. Kurita 4

任意的記載事項

 事業の再生あるいは組織の再生のために有益な
その他の事項。今後の事業方針、組織上の事項
など。

 これらについては、記載によって特別の効力が
生ずるわけではないが、

 記載されれば再生計画の一部として、計画の遂
行可能性に関する裁判所の判断の対象になり
（174条2項2号）、再生債務者等は遂行義務を
負う（186条）。
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権利の変更に関する条項の内容（155条）

 債務の減免、期限の猶予その他の権利の変更を定める。
原則として10年以内に弁済する（155条3項）

 平等原則（1項）

 例外1 （1項ただし書）

1. 不利益を受ける債権者の同意があるとき 親会社の
劣後など

2. 別段の定めをしても債権者間の衡平（実質的平等）が
害されないとき

 例外2 約定劣後再生債権の衡平な劣後が必要（2項）

 例外3 罰金等の変更不可（155条4項）
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債権者間の衡平が害されない場合の例

 少額債権の優遇 これにより、少額債権者との取引関
係が維持され、事業の再生がしやすくなり、結果的に他
の再生債権者への弁済額も高まる場合には、その優遇は
衡平を害しない。個々の債権者の債権額にかかわらず、
一定額まで100％弁済する形で、少額債権を優遇するこ
ともある。

 手続開始後の利息等（84条2項）の劣後

 その他 155条1項ただし書の「これらの者」は広く再
生債権者を指す。再生債務者の事業により被害を受けた
者の損害において他の再生債権者が利益を受けていた場
合に、その不法行為債権と他の債権者との間に差を設け
ることなど。

http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/statutes/resuscitation/h11L225/c7.html
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一般的基準の必要性

届出のない債権で
あっても再生債務
者が免責されない
ものがあるので
（181条1項） 、一
般的基準（原則と
例外の双方）を定
めて、権利変更が
一意的に定まるよ
うにしておく必要
がある。

権利変更の一般的基
準の設定（156条）

再生債権の調査・
確定（99条以下）

変更後の権利内容
の定め（157条）

再生債権の届出

届出のな
い債権

権利変更
（181条1
項）

債権表の記載が
債務名義になる

（180条）
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債務の負担及び担保の提供に関する定め
（158条）

 再生債務者以外の者が、債務者の再生のために（＝再生
計画により変更された権利の履行を確保するために）、

1. 債務を引き受ける場合（1項） 免責的債務引受
けも許される。

2. 保証人となる場合（1項）

3. 担保（物的担保）を提供する場合（2項）

等には、その内容を明示する。

 負担を負うべき者の書面による同意を予め得て、裁判所
に提出する（165条、規則87条）。

 再生債権者表にも記載し、その記載は、債務名義の効力
を有する（180条1項・3項）。
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未確定の再生債権等に関する定め（159条）

下記のような再生債権が存在する段階でも再生計画の立案を
可能にし、かつ、確定済み債権者との平等を確保するための
規定である。

1. 未確定債権 権利確定の可能性を考慮し、適確な措
置（確定債権との平等を確保するのに適した措置）を
定める（159条）。

2. 不足額未確定の別除権者の権利 不足額が確定した
場合における権利行使に関する適確な措置を定める
（160条1項）。

3. 根抵当権について、被担保債権額 ＞ 極度額
の場合には、差額（当然不足額）について仮払いの定
めをすることができる（160条2項）。
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株式会社である再生債務者の資本構成の変更

既存株主の権利の縮小 新規の資本注入

 株式償却の前提として
の自己株式の強制取得
（161条1項）

 株式の併合（161条2
項）

 資本金の額の減少（161
条3項）

 譲渡制限付き募集株式（保有
している自己株式または新
株）を引き受ける者の募集
（162条。会社法199条2項・
309条2項5号の総会決議が不
要になる。公開会社について
会社法201条1項に注意）

 発行可能株式数についての定款の変更 （減少の場合につ
き会社法113条2項、増加の場合につき会社法113条3項に注
意 ）
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再生計画案の提出時期（163条）

 再生債務者等
債権届出期間の
満了後裁判所の
定める期間内

義務

 再生債務者（管財人
選任事件の場合）

 届出再生債権者

裁判所の定める
期間内

権利

監督委員が選任されている事件について、再生計
画の提出をその同意事項（54条2項）とする運用は
行われていない。
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再生計画案の事前提出（164条）

 再生手続開始申立て前から再
建計画について話し合いがな
されていることを考慮しての
規定である。

 157条・159条所定事項は定め
ず提出して、後で補充するこ
ともできる（2項）

 156条の一般的基準は記載しな
ければならないが、裁判所の
許可を得て修正することがで
きる（167条）

手続開始申立て

開始決定

届出期間満了

事
前
提
出
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利害関係人の同意（165条）

条項 同意権者

債務者の再生のための
債務引受、担保提供

債務負担者

担保提供者

根抵当権者の当然不足
額の仮払い

根抵当権者
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あらかじめ裁判所の許可を得なければならない条項
（166条・166条の2）

条項 提出権者 要件

株式の強制取得に関す
る条項（154条3項）

債務超過

譲渡制限株式の募集を
定める条項（154条4
項）

再生債務
者のみ

債務超過、事業
継続に不可欠で
あること等

計画に定めることにより総会決議が不要になるので、
裁判所の許可が必要とされている。
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その他

 再生計画案の修正（167条）

1. 裁判所の許可を得て、修正することができる。

2. 再生計画案を決議に付する旨の決定がされた
後は、修正できない。

 再生債務者の労働組合等の意見（168条）
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付議決定の要件（169条1項）

証明責任の点を無視して、要約して言えば、

 手続的要件

1. 一般調査期間の終了（議決権者の確定）

2. 再生債務者等による報告及び報告書の提出

 実質的要件

1. 不認可事由の不存在

2. 決議に付すに足りること（可決される見込み
があること）
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議決方法（169条2項）

1. 期日おける議決

2. 投票による議決 一定の期間内に投票する

3. 両者の併用 議決権者は、その選択する方法
によって議決権を行使することができる。
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社債権者の議決権の行使（169条の2）

本来の議決権行使方法（3項） 社債権者集会の特別決議
（会社法706条1項2号。ただし、同項柱書・676条8号により社
債管理者が再生手続上の議決権を行使できる場合がある）

現実的対応（1項） 個別に届出をした社債権者にのみ議
決権を認め、その者に議決権を行使させる

実際には特別決議は成立しにくい。再生債権者集会の議決
権者を減らして、決議の成立を容易にする必要あり

社債管理者による再生債権の届出（会社法705条1項）

 120条の2第6項の債権を有する者についても同じ。
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議決権の額（170条・171条）

議決方法 議決権額

債権者集会におけ
る議決行使(169条2
項1号・3号の場
合）

確定済み（異議不可/170
条1項ただし書）

確定債権額

未確定

異議なし 届出債権額

異議あり
裁判所の定
める額

投票による議決(債
権者集会なし/169
条2項2号)

確定済み 確定債権額

未確定
裁判所の定
める額
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議決権の行使の方法等（172条）

 代理人による議決権行使の許容

1. 代理人は弁護士でなくてもよい。

2. 代理権は書面で証明する必要があるが（規則90条の
4）、書面の形式を制限する規定はない。

 議決権の不統一行使の許容。次の者などに不統一行使の
需要がある。

1. 債権回収の委託を受けて自己の名において再生債権
を行使するサービサー（債権回収業法11条1項）

 議決権者1名、賛成者0.5名として計算する。
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議決権のない再生債権

 87条2項

1. 開始後の利息債権等（84条2項）

2. 手続開始前の罰金等（97条）

 87条3項 債務超過状態にある場合の約定劣後
再生債権

 89条3項 外国で弁済を受けた部分

 101条3項 再生債務者等が自認しているが届
出のない債権
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基準日による議決権者の確定（172条の2）

要件

1. 裁判所は、再生計画案を決議に付する旨の決
定と同時に基準日を定めることができる。基
準日は、その公告の日から2週間を経過する
日以後の日でなければならない。

効果

 基準日における再生債権者表に記録されてい
る再生債権者が議決権者となる。

 その後の債権譲渡・届出名義の変更も許され
るが、議決権者は変動しない。
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再生計画案の可決の要件（172条の3）

次に掲げる同意が必要

1. 出席または投票した議決権者の過半数の同意
少額債権者の保護のため

2. 議決権者の議決権総額の2分の1以上の議決権
を有する者の同意

約定劣後再生債権の届出がある場合には、次の２つ
の組に分かれて決議を行い、双方の同意が必要
である（172条の3）。

1. 約定劣後再生債権者の組

2. それ以外の再生債権の組
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再生計画案の変更（172条の4）

債権者集会で決議する場合には、

1. 再生債権者に不利な影響を与えないときに限
り、

2. 債権者集会において、

3. 裁判所の許可を得て、

再生計画案を変更することができる。

 付議決定前の修正（167条）と区別すること。
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債権者集会の期日の続行（172条の5）

 決議方法として、①債権者集会における決議又
は②集会と投票の併用が採用された場合には、
債権者の同意を得て、期日を続行することがで
きる。

 続行期日までの間に、計画案提出者は、再生計
画案可決のための努力をする。

 タイムリミット（2項・3項）

1. 原則として、最初の集会から2月以内

2. 裁判所の決定により最大3月以内に伸長す
ることができる。
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再生計画案が可決された場合の法人の継続
（173条）

 再生債務者自身が事業を再生する内容の計画案
が可決された場合には、次の再生債務者につい
て法人継続のための措置がとられる。

1. 清算中若しくは特別清算中の法人

2.破産手続開始後の法人

 法人継続の手続は、各法人の根拠法の定款変更
に関する規定に従う。

1. 株式会社 株主総会の特別多数決議（会社
法466条・309条2項11号参照）
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再生計画の認可・不認可の決定（174条）

 次項の場合には、不認可

1. 再生手続又は再生計画が法規に違反するとき

2. 再生計画が遂行される見込みがないとき

3. 再生計画の決議が不正の方法によって成立するに
至ったとき

4. 再生計画の決議が再生債権者の一般の利益に反する
とき 再生手続により債権者が受ける利益が破産
手続による場合を下回るとき（弁済時期・弁済率を
含めて、総合的に判断する）

 それ以外の場合は、認可
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不認可事由に関する判例

1号 東京高決平成16年7月23日 cf.東京高決平
成14年9月6日（不認可事由なしとされた事例）

3号 最決平成20年3月13日

4号 東京高決平成15年7月25日
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約定劣後再生債権の届出がある場合における
認可等の特則（174条の2）

 要件1 いずれか一方の組で可決されなかっ
た場合には、

 要件2（権利保護条項） 同意が得られな
かった種類の債権を有する者のために、破産手
続が開始された場合に配当を受けることが見込
まれる額を支払うことその他これに準じて公正
かつ衡平に当該債権を有する者を保護する条項
を定めて、

 効果 再生計画認可の決定をすることができ
る。
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再生計画認可の決定等に対する即時抗告
（175条）

 再生計画の認可又は不認可の決定に対しては、
即時抗告をすることができる。

 再生手続開始時に約定劣後再生債権に優先する
債権との関係で債務超過の場合には、約定劣後
債権者は、即時抗告できない。

http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/casebook/heisei/16/h160723tokyoH.html
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/casebook/heisei/20/h200313supreme.html
http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/casebook/heisei/15/h150725tokyoH.html
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再生計画の効力発生の時期（176条）

 再生計画は、認可決定の確定により、効力を生
ずる。

 即時に効力が生ずるとすると、その後に抗告審
で取り消された場合に混乱が生ずるからである。
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再生計画の効力範囲（177条1項）

 再生計画は、次の者の権利義務を確定する。

1. 再生債務者

2. すべての再生債権者 議決権を行使できな
かった者にも及ぶ

3. 再生のために債務を負担し、又は担保を提供
する者 158条の保証人や物上保証人等に
なる者
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再生計画の効力を受けないもの（177条2項）

再生債権者 再生債務者再生債権

別除権

物上保証人

担保権

保証人・連帯債務者等

保証債権

T. Kurita 34

債務の株式化（DES）の場合

再生
債権者

再生
債務者

再生債権

株式

保証人等との関係で再生債権の消滅の効果がいつ
生ずるかについては、見解の対立がある。
A) 再生計画に従い株式を取得した時 債権消滅

の効果が生ずる金額
保証人

保証債務
履行請求

B) 再生債権者が取得した株式を譲渡しあるいは配当金を受
領することにより金銭を得た時に、その金額で消滅する。

求償権行使
の余地なし

1. 当該株式に代えて支払われるべき金額
2. 株式取得時点での株式の評価額
 「再生債権全額」の選択肢はありえない
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再生債権の免責（178条）

 再生計画に記載されていなくても免責されない債権

1. 181条1項の債権 一般的基準に従って変更された債
権として弁済される

2. 再生手続開始前の罰金等の債務（97条） 全額が弁
済される（155条4項、181条3項も参照）。

 再生計画に記載されていないその他の債権は、免責され
る。

 免責の効果

1. 債務消滅説

2. 自然債務説 手続中は自然債務としての効力も停止
されるとの留保を付す見解もある。

 178条の適用を排除する規定 216条・220条・238条・
245条

T. Kurita 36

届出再生債権者等の権利の変更（179条）

 次の権利は、再生計画の定めに従い実体的に変更される。

1. 届出再生債権及び

2. 再生債務者等により自認された再生債権（101条3項）

 181条1項の債権も一般的基準に従い変更される

 債権が確定している場合に限り（確定後にのみ）、権利
を行使することができる。

 変更された権利が原状に復する場合

1. 再生計画が取り消された場合（189条7項）

2. 再生計画の履行完了前に破産手続又は新たな再生手続
が開始された場合（190条1項）
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T. Kurita 37

再生計画の条項の再生債権者表への記載等
（180条）

再生計画認可の決定が確定したときは、再生計画の条項を
再生債権者表に記載する（1項）。

再生計画に
よる変更の

前後

記載に確定判決と同一
の効力を認める規定

効力を受ける者

変更前

の権利

104条3項 再生債権者相互(注)

185条1項 再生債務者

変更後

の権利
180条2項

再生債務者・再生債
権者・保証人等

(注) 執行力は問題にならない。

T. Kurita 38

届出のない再生債権等の取扱い（181条）

次の再生債権は156条の一般的基準に従い、変更される:

区分
債権者の

帰責性
順位

1号 付議決定までに、再生債権者がその
責めに帰することができない事由により
届出をすることができなかった再生債権

なし
同順
位

2号 付議決定後に生じた再生債権 なし
同順
位

3号 債務者が存在を知りながら認否書に
記載をしなかった再生債権

あり
劣後
(2項)

T. Kurita 39

判例

 最判平成23年3月1日 届出のない再生債権で
ある過払金返還請求権について、再生債権者は，
一般的基準による変更後の金額を再生債権が確
定された日の３か月後に支払うことを求めるこ
とのできる債権を有するにとどまるとされた事
例。

T. Kurita 40

別除権者の再生計画による権利の行使（182
条）

 不足額が確定した場合に限り行使できる。

T. Kurita 41

再生計画により資本の減少等がされた場合の
取扱い（183条・183条の2）

再生計画で

定められた事項
特則

適用を排除
される会社
法の規定

株式の強制取得

株式の併合
会社法234条2項の許可申
立ては再生裁判所が管轄
する

116条・117
条

登記申
請の書
類の特
則（183
条7項・
184条3
項）

資本金の額の減少 無効確認の訴えの不許
449条・740
条

発行可能株式数につ
いての定款の変更

募集株式の募集
募集事項は取締役（会）
が決定する。201条3項か
ら5項の準用

199条4項・
204条2項

T. Kurita 42

中止した手続の失効（184条）

184条本文 再生計画認可の決定が確定したときは、第39条
1項の規定により中止した手続は、その効力を失う。

1.破産手続 終結決定や取消決定は不要

2.再生債権に基づく強制執行等の手続／財産開示手続

再生債務者 再生債権者再生債権

①差押え

地上権者

②地上権設定

③再生手続開始

④強制競売の続行（39条2項）

184条ただし書の例

効力維持（184条ただし書）土地

http://civilpro.law.kansai-u.ac.jp/kurita/casebook/heisei/23/h230301supreme.html
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T. Kurita 43

不認可の決定が確定した場合の再生債権者表
の記載の効力（185条）

 確定した再生債権については、再生債権者表の
記載は、再生債務者に対し、確定判決と同一の
効力を有する。

 ただし、再生債務者が102条2項又は103条4項の
規定による異議を述べたときは、この限りでな
い。


